
予算要求資料
平成30年度12月補正予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：工鉱業振興費
	事業名　航空宇宙産業生産技術人材育成事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　商工労働部　航空宇宙産業課　産業振興係　電話番号：058-272-1111（内2936）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail： c11354@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　補正要求額　117,391千円（現計予算額：7,000千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産　収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	現　計

予算額
	   7,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	7,000

	補　正

要求額
	117,391
	75,344
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	42,047

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
航空宇宙産業は、今後20年間で世界の民間機需要が倍増すると予想される成長産業である。本県は、事業所数や従業員数は全国2位、製造品出荷額は全国3位と全国有数の航空宇宙産業の集積地域となっており、成長・雇用戦略において、航空宇宙分野を成長産業の一つと位置づけている。

一方、航空機製造における受発注のグローバル化が加速し国際競争が激しさを増す中、大手企業はもとより中小企業においても、海外や国内大手企業からの様々な要求（コスト削減等）に臨機応変に対応でき、高品質、低コスト、短納期で航空機部品等を生産できる体制の構築が急務となっている。そのため、航空宇宙産業の更なる成長・発展には、設計を製品として具現化する技術、しかもロボット等による自動組立技術を活用しながら高品質、低コスト、短納期なモノづくりをマネジメントするという「生産技術」を身につけた人材の育成・輩出が不可欠である。
（２）事業内容

当該産業の更なる成長・発展には「生産技術」人材の育成・輩出が不可欠であることから、新型交付金（地方大学・地域産業創生交付金）を活用し、世界に通用する生産技術の人材育成・研究開発拠点づくりを目指す。　　　　

生産技術の人材育成は大手企業のみならず、装備品メーカーや県内の大部分を占める中小企業を含めた業界全体に必要不可欠であり、また、高品質を追求する航空宇宙産業の生産技術は自動車や一般機械など県内の他の産業にも応用展開が可能である。

本事業では、高品質で低価格、短納期な航空機・部品生産を企画・設計・構築・運用できる人材を育成するとともに、生産性向上のための研究開発を行うことで、中小企業を含めた地域の航空宇宙産業における高品質・低コスト・短納期を可能とする自律的なオペレーションを確立し、生産性向上やコストダウンを実現することで国際競争力が飛躍的に高まり、量と質の両面で日本一の航空宇宙産業クラスターを形成することを目指す。
（３）県負担・補助率の考え方

本県航空宇宙産業の抱える喫緊の課題である生産性向上に対応する取組みであることから、補助を行うもの。
（４）類似事業の有無
無し
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	現計額
	補正額
	補正後額
	事業内容の詳細

	旅費
	1,385
	△800
	585
	業務旅費

	消耗品費
	700
	△315
	385
	コピー代等

	燃料費
	100
	△100
	0
	

	会議費
	15
	0
	15
	お茶代

	役務費
	1,600
	0
	1,600
	通信運搬費

	委託料
	3,000
	0
	3,000
	調査委託費

	使用料賃借料
	200
	0
	200
	会議室使用料

	補助金
	0
	118,606
	118,606
	岐阜大学等への補助金

	合計
	7,000
	117,391
	124,391
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
岐阜県成長・雇用戦略において、航空宇宙産業を成長産業の筆頭と位置付け、重点的な支援を進めることとしている。
（２）後年度の財政負担
国の支援期間である２年目以降は、拠点を整備するとともに、大学生や企業の就業者に対して生産技術実践教育や生産性向上を目的としたリカレント教育等の人材育成プログラムを実施する。さらに航空機・部品生産工場において高度な自律生産を実現するための研究開発も行う。そのため、後年度は以下の財政負担が発生する。
	
	事業費総額
	交付申請額
	県負担額

	平成31年度

（２年目）
	781,288千円
	441,561千円
	339,727千円

	平成32年度

（３年目）
	813,147千円
	496,627千円
	316,520千円

	平成33年度

（４年目）
	508,958千円
	331,033千円
	177,925千円

	平成34年度

（５年目）
	442,958千円
	287,033千円
	155,925千円


事業評価調書（県単独補助金除く）
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
・岐阜大学が、国内初となる最先端の航空宇宙生産技術に関する体系的な教育・研究を行う大学になること。

・人材育成・研究開発拠点「航空宇宙生産技術開発センター」から生産工程全体を見渡すことができ、かつ高品質で低コスト、短納期なモノづくりが実現できる生産技術に関する高い知識を持った人材を輩出するとともに、航空機や部品の超効率的な生産を実現するための研究開発を実施し、日本一の航空宇宙産業クラスターを形成する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業

開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	航空宇宙産業の製造品出荷額
	2,571億円
（H26）
	（H ）
	（H ）
	2,678億円
（H29）
	4,000億円
（H34）
	％
　－

	
	（H　）
	（H ）
	（H ）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）




（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

○

	航空機・部品製造においては、多品種少量生産や大型部品製造などに柔軟に対応できる特有の生産技術が求められており、これらの生産技術を開発、応用展開できる生産技術者の育成が喫緊の課題となっている。また、本事業で得られた成果は県内の他の産業への応用展開が可能であるため、波及効果は非常に高い。　

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか




